（別　紙）

答　　　　申
審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）が、本件異議申立ての対象となった行政文書について、不開示決定した処分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１６年２月２日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「戸籍謄本・抄本などの交付請求書（平成15年11月26日付で認証された戸籍謄本及び抄本で○○○○にかかるもの。）表面のみ」

　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１６年２月１６日付で、行政文書の全部について開示を行わない旨の決定（平成１６年２月１６日付北九西総市第１７１３号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書不開示決定通知書を平成１６年２月１６日に受領した。

　３　異議申立人は、平成１６年４月１５日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。

　
第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）開示請求した行政文書は、存在していることが明らかである。
（２）行政文書の開示を求めたものは、戸籍謄本・抄本などの請求者の氏名、住所であり、知る権利を有する。
（３）戸籍謄本の内容は、本人以外のものに対しては、情報公開条例で保護されるものである。
（４）裁判所の命令以外の戸籍謄本・抄本などの交付には、本人の同意書が絶対必要条件である。
（５）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。
　　　　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

　　実施機関が理由説明書において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　戸籍は、筆頭者の氏名及び本籍で表示されている。戸籍謄本・抄本などを請求する者は、本籍、筆頭者の氏名及び抄本の場合は必要な者の氏名を特定し、「戸籍謄本･抄本などの交付請求書」（以下「戸籍請求書」という。）に記入する必要がある。記載内容に間違いがなければ、戸籍謄本・抄本などを請求者に交付する。
２　戸籍謄本・抄本などの交付後、戸籍請求書は保管される。したがって、戸籍請求書が保管されているということは、そこに記載された者の本籍が北九州市にあるということを意味する。
３　特定の者の本籍がどこに置かれているかは、個人の属性情報であり、情報公開条例第７条第１号の不開示情報に該当する。
４　戸籍請求書に記載された者の氏名を特定して、開示請求があった場合、その存否を答えるだけで、本籍が市内にあるということを明らかにしたことと同じ結果となる。よって、条例第１０条第１項に該当し、行政文書の存否をあきらかにしないで、開示請求を拒否したものである。
５　以上のとおり、本件処分は条例の規定に合致しており、本件異議申立てには理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を具体的に検討した結果、以下のように判断する。

１　本件行政文書の概要等
（１）戸籍請求書は、戸籍謄本・抄本などを請求する場合に記載するものであり、請求の対象となる戸籍の筆頭者の氏名及び本籍などを記載する欄がある。

　（２）本市においては、戸籍請求書は、戸籍謄本・抄本などを交付した場合に保管しているものである。したがって、当該文書は、本市に本籍を定めている者の戸籍謄本・抄本などの交付を請求していることを前提として取得し、保有されている文書であることから、当該文書が存在しているか否かを答えることは、当該個人が本籍を本市に定めているという事実の有無を答えることと同様の結果を生じさせるものと認められる。
　　　　
２　条例第１０条第1項（行政文書の存否に関する情報）該当性
（１）処分庁は、本項に該当するとして、本件行政文書を不開示とした。

（２）条例第１０条第1項は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。」ことを定めている。
　　　本項は、開示請求に対しては、行政文書の存否を明らかにした上で、開示決定等をすべきであるが、その例外として、その存否を明らかにしないで開示請求を拒否することができることを定めたものである。

このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。
　　　　

（３）本項該当性判断

　　　条例第７条第１号は、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるものについては、同号ただし書に該当する場合を除き、不開示情報と規定している。

特定の個人が本籍を本市に定めているという事実の有無についての情報は、個人に関する情報であって、当該個人を識別することができるものと認められ、また、ただし書に該当しないことから、同号の不開示情報に該当することは明らかである。
　したがって、上記１（２）のとおり、戸籍請求書の性格は、当該個人が本籍を本市に定めているという事実の有無を表すものであり、本件行政文書の存否を答えるだけで、条例第７条第1号の不開示情報を開示することになるため、条例第１０条第１項の規定により本件請求を拒否すべきものと認められる。

　　　　　　　
３　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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